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1 個人と国家の間に位置して市民生活を支える教会やギルド、クラブなどのことである。  
2 末村篤「中外時評 会社を社会にどう位置付けるか 新しい共同社会の創造へ」『日本経





























































































































                                                   
3 浦野雄幸『株式会社監査制度論』商事法務研究会、1970 年、p74 
4 同上 p77 
5 同上 p80 
6 同上 p77 





















32）年に公布、同年６月 16 日に施行されるに至った11。 
 前述のように、新商法は、1899 年６月 16 日に施行されたが、同法第２編「会社」第４
章「株式会社」第３節「会社の機関」に、第３款として独立して、「監査役」の款が設けら
れた（第 180 条から第 189 条）。そこで、以下新商法に規定された監査役に関する規定の
主要なものを 1890（明治 23）年の旧商法と比較しながら簡単にみていく12。 
 
監査役の任期 







 旧商法では、監査役の職務権限は、第 192 条と第 193 条に規定されていたが、そのうち、
                                                   
8浦野雄幸『株式会社監査制度論』商事法務研究会、1970 年、p80 
9修正の例としては、 1890（明治 23）年旧商法では、従来からの日本の慣習を重んじて、
会社の設立は免許主義とし（同法第 156 条）とされるといったものがある。 
同上 p80-81 
10 同上 p81 
11 同上 p86 
12 同上 p87 
13 理由は「商法修正案理由書」1898 年、p157、その他は同上 
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 旧商法でも、監査役に株主総会の招集権が認められていた（第 192 条第３号）が、「会社
ノ為メニ必要又ハ有益ト認ムルトキハ」という制限が附されていた。しかし、監査役が必
要ありと認めたときに総会を招集し得るとするのが適当であることから、そのように修正
され（新商法第 182 条）、同時に同条後段に検査役の選任権を新設した16。 
 
取締役等との兼任禁止 





                                                   
14「商法修正案理由書」1898 年、p157-158 
15 同上 p158-159 






























                                                   
17 同上 p159 


























 新商法第 186 条では、監査役がその任務懈怠のときは、会社および第三者に対して、損
害賠償の責任を負う旨を規定したが、これは、第 189 条で取締役の責任に関する第 177 条
でまかなうことにした。しかし、例えば、取締役が利益配当案に不正の記載をした場合に
おいて、監査役がその任務を怠ってその報告をしなかったため、会社およびそれ以外の者
                                                   
19 同上 p163-164 
20 同上 p90-91 























 会社から監査役に対する訴えに関する規定は、改正前の商法第 187 条に定められていた





                                                   
22浦野雄幸『株式会社監査制度論』商事法務研究会、1970 年、p92 
23 同上 p93 
24 同上 
25 同上 p96-97 





























                                                   
27 同上 
28 同上 
29 同上 p99-100 































                                                   
32 同上 p100-101 
33 同上 
34 同上 p68-69 
14 
 



























                                                   
35 同上 p69-70 
36 同上 p71 
37 同上 p72-73 



























 平成 14 年改正商法特例法第１条の２の第３項によって、「大会社」または「みなし大会
社（現行会社法上はなくなった）」であれば、定款の定めによって委員会等設置会社（現行
会社法上、「等」は削除されている）となることが可能となった。 
                                                   
39 同上 
40 同上 p96 
41 同上 p96-97 













（第 329 条第１項、第 404 条
第１項） 
監査役として株主総会 
（第 329 条第１項） 
選任に関する同意 ― 監査役選任議案について同意
要（第 343 条第１、３項） 
補欠の選任 ―（取締役としては可、第 329
条第２項） 
可（第 329 条第２項） 






（第 400 条第４項） 
会社法第 331 条第１項、２項










査役（第 335 条第３項） 
任期 １年（第 332 条第３項） ４年（第 336 条第１項） 
解任 監査委員として取締役会で解
職（第 401 条第１項） 
取締役として株主総会で解任
（第 339 条第１項） 
監査役として株主総会で解任









報酬 報酬委員会が決定（第 404 条

































































































 会社法施行の前年である 2005 年は資本市場の機能が著しく変貌を遂げた年であった。敵
対的買収、投資ファンド、機関投資家の存在である。「モノを言う株主」が活躍する時代が
到来し、資本市場における事業拡大機能とガバナンス機能が企業にとって重要な課題とな
                                                   
43 異島須賀子「第 16 章 会計監査と会計ビックバン」椛田龍二・由井敏範編著『現代会
計学とビックバン』2007 年、森山書店、p261-262 
44 同上 p258 




























                                                   





























権（法第 381 条第２項）、会社・子会社の業務・財産調査権等（法第 381 条第２項）、訴え
の会社代表権等（法第 349 条第４項）、監査報告の作成（法第 389 条第２項）、株主総会提
出議案等の調査・監査義務（法第 389 条第３項）、会計に関する報告請求および会計帳簿





                                                   





出所：盛田良久、蟹江章、友杉芳正、長吉眞一、山浦久司編著『スタンダードテキスト監査論 第 2 版』
2009 年、中央経済社、p128[図表 5-4] 
監査役の権限・義務 
株主総会提出議案・書類の調査及び報
告義務（会社法第 384 条第１項前段） 
監査報告の作成（法第 389 条第２項） 
株主総会提出議案党の調査・監査義務




子会社調査権（法第 389 条第５項） 
取締役会出席権・報告義務・招集権等
（法第 383 条第１項） 
取締役の違法行為等に対する差し止
め請求権（法第 385 条第１項） 
取締役等に対する事業報告請求権（法
第 381 条第２項） 
会社・子会社の業務・財産調査権等（法
































































                                                   
54 島村昌孝『新版 改正商法対応「知らなかった」では済まされない 監査役の仕事』インタ
ーワーク出版、2003 年 








 第 3 節 監査役になる要件の設定 
（1）知見 
監査役（または監査委員）に就任するにあたって、上述した会社法第 2 条 16 項や同
法第 335 条のような規定はあるものの、知見に関する規定は従来存在しなかった。しか



















                                                   
56 2010 年 9 月 16 日の冨山泰道氏のインタビューから。 






















したものであるといわれている。以下 A モデルの説明を述べる。 
図 3-1 A モデル 
        株主 
 
             取締役会 
 
     経営者 
債権者        従業員 
金融市場       労働市場 
                                                   
58 宍戸善一・広田真一編、日本取締役協会著『委員会等設置会社ガイドブック』東洋経済新報














 このような A モデルの特色は、法律によって強制されたものではなく、1978 年にニュ
ーヨーク証券取引所が、上場の条件として、監査委員会の世知を条件としているが、最近
の米国企業改革法（Sarbanes-Oxley Act of 2002）が制定されるまで、アメリカでは、法
が取締役会の構成に介入することはなかった。アメリカでは、日本に比べて、取締役の構
成に関する定款自治の範囲が大きいといえる59。 












                                                   
59 同上 p5-7 







び執行役の職務執行の監督、の 2 つであると規定している（商法特例法第 21 条の 7 の第 1
項柱書）。従来型の会社では、商法上規定されている事項のほか、重要事項については取締
役会で決定しなければならなかったが、（旧商法 260 条第 2 項）委員会設置会社では、取
締役会で決定しなければならないと規定されている事項を除き、業務の決定を大幅に執行
役に委任できることになった（商法特例法第 21 条の 7 第 3 項）。委員会設置会社では、業


















                                                   
61 同上 p17 
62 同上 p18 
63 同上 p19 





























                                                   






























務と意見陳述権、厳格な「社外」要件、任期の延長（会社法第 383 条第１項、第２条 16
号、第 336 上第２項）、監査役の選任議案に関する監査役会の同意権・提案権の付与（会
社法第 343 条第 1、3 項）など権限の強化がみられる。 
 会社によって異なるが、経営陣はやはりある程度強力な権限を持つことが多い。監査役
                                                   
68 同上 p28 
69 同上 p34 































                                                   




























 CEO: Chief Executive Officer 
  CSRO: Chief Social Responsibility Officer 
  CTO: Chief Technology Officer 
  CMO: Chief Marketing Officer 
  CFO: Chief Financial Officer 






























  CIO: Chief Information Officer 
  CENO: Chief Engineering Officer 























                                                   
73 同上 p32-33 
移行年度 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 合計 
上場会社 31 社 10 7 4 4 2 4 1 63 
非上場会社 17 社 6 4 2 5 1 1 3 39 




再移行年度 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 合計 
会社数 2 社 1 8 5 3 6 12 37 

























































                                                   


































































                                                   
80 同上、p69 
81 同上 p69-70 












は第 5 章で詳しく触れる。 
 また、委員会設置会社の場合は、監査委員自身が社外取締役である場合があり（会社法




























第 4 章現代企業に必要な監査役の在り方～グローバル社会への対応 
























                                                   






























                                                   
86ジェームス・オトゥール、ウォーレン G・ベニス「What`s Needed Next: A Culture of Candor
風通しのよい組織をつくる」 『ハーバードビジネスレビュー2009 年 9 月号』ダイアモンド社、













が緊急動議をだし、議決権のある取締役 5 人のうち 3 人の賛成で決めた。村野氏のほか鵜
浦氏も非常勤取締役に降格。子会社で東京・銀座の高級宝飾品店を運営する和光でも、礼
次郎氏を会長兼社長から鵜浦氏を専務から解任した87。 















                                                   
87 朝日新聞「セイコーHD が社長解任 名誉会長の影響力排除狙う」2010 年 5 月 1 日朝刊 p13 





























                                                   
89 朝日新聞「トップ解任劇のセイコーHD 服部新社長『不透明な人事続いた』資本・経営、
分離へ」2010 年 5 月 20 日朝刊 p11 
90 引用文献に書かれた当時の数字。 
91 朝日新聞「『日本型』統治、岐路に 富士通、セイコーHD・・・相次ぐ機能不全」2010 年





























                                                   
922010 年 12 月 24 日の社外取締役ネットワーク事務局長の富永誠一氏のインタビューから。  
93朝日新聞「『日本型』統治、岐路に 富士通、セイコーHD・・・相次ぐ機能不全」2010 年 6
月 18 日朝刊 p15 
94鳥飼総合法律事務所、鳥飼重和・吉田良夫編著『監査役の社会的使命と法的責任』清文社、
2010 年、p55 































                                                   













      「ダスキン事件」（大阪地裁平成 18 年 6 月 9 日判決） 
 本件は、ダスキンの販売する中華饅頭（大肉まん）に食品衛生法上認められていない食
品添加物が混入したことがきっかけとなった事件である。この事件では取締役のみでなく、










和銀行が罰金 3 億 4000 万ドル及び特別課徴金 3200 ドルの有罪判決を受け、当該罰金及び





                                                   
98 同上 p63 































                                                   































                                                   
102 同上 p163 
103 同上 









商法特例法第 18 条第 2 項第 2 号）を考慮すると、社外監査役は、たとえ非常勤であった
としても、常に、取締役からの報告、監査役会における報告などに基づいて受動的に監査
するだけで足りるものとはいえず、常勤監査役の監査が不十分である場合には、みずから


















                                                   
105 同上 p165 
106 同上 































                                                   
































































                                                   
111 佐久間信夫「日本のコーポレート・ガバナンス」佐久間信夫・水尾順一編著『コーポレー
ト・ガバナンスと企業倫理の国際比較』株式会社ミネルヴァ書房、2010 年 p1-3 




り、外国人は 1996 年には 11.9%であった所有比率を 2006 年度には 28.0%にまで上昇させ
た。2006 年から 2007 年度の所有主体株式所有比率の移り変わりは、銀行では 4.6%から




る。2005 年度には個人株主は 268 万人増加し、10 年連続で過去最高を更新した。個人株
主数は 2004 年度から 2006 年度まで 3 年連続で 100 万人を超える大幅増となったが、そ
の理由は、株式相場の上昇を契機に新しく株式投資を始める投資家が増加したことなどで





期保有を促す施策を次々と打ち出している。投資単位を引き下げた企業は 2004 年度 219











                                                   
113 同上 















買収防衛策を導入した企業は、2004 年には 2 社であったが、2008 年には新規導入・継続
















                                                   
117 同上 p6-7 
118 同上 








































































































































図 5-1 社外取締役と監査役の連携部分 
                          円の重なる部分が 
                             監査役と社外取締役とが  






 2010 年の３月 31 日に公布された企業内容等の開示に関する内閣府令等の一部を改正す


















                                                   
































                                                   




































































































                                                   
133 「特集 うちの社長は裸の王様」『日経ビジネス 2010.3.8』日経 BP 社、2010 年、p28-29 






























































































                                                   
135 2010 年 12 月 24 日の富永誠一氏のインタビューから。 











































































分離へ」2010 年 5 月 20 日朝刊 p11 
 
４．朝日新聞「セイコー前社長、取締役を辞任」2010 年 5 月 12 日朝刊 p12 
 
５．朝日新聞「『日本型』統治、岐路に 富士通、セイコーHD・・・相次ぐ機能不全」2010










９．盛田 良久・友杉 芳正・長吉 眞一・山浦 久司 ・蟹江 章『スタンダードテキスト  監査
論』中央経済社、2009 年 
 




















17. 島村昌孝『新版 改正商法対応「知らなかった」では済まされない 監査役の仕事』イン
ターワーク出版、2003 年 
 
18. ジェームス・オトゥール、ウォーレン G・ベニス「What`s Needed Next: A Culture of 
Candor 風通しのよい組織をつくる」 『ハーバードビジネスレビュー2009 年 9 月号』ダイア
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19. 「商法修正案理由書」1898 年 
 
20. 『資料版 商事法務 199 号』商事法務、2000 年 
 



























４．鳥飼重和「平成 18 年会社法施行に向けて～経営にどのような影響を与えるか」 
http://www.torikai.gr.jp/ic/pdf/ic_0601.pdf 
 
５．日本監査役協会ホームページ http://www.kansa.or.jp/PDF/iinkai_list.pdf 
 
